
日中循環型都市協力事業(青島との協力)
趣 事 経験＜趣 旨＞ 北九州エコタウン事業での経験を活用

経済産業省と国家発展改革委員会の合意により、日本の自治体が有するエコタウ

ン建設・運営のノウハウを活用して、中国における循環型都市の取組に対する協力建設 運営 ウ ウを活用 、中国 おける循環型都市 取組 対する協力

を実施。今年度、先ずは北九州市と青島市で実施。

＜協力内容＞＜協力内容＞

１ 対象都市： 青島市

２ 協力内容：

① FS調査

・ 青島市における循環型都市計画の

策定支援策定支援

・ 家電などリサイクル分野等における

技術協力可能性についての検討

② 人材育成

・ 青島市の行政・企業関係者の

訪日研修を実施
H19年9月27日、北京で開催された

訪日研修を実施
｢第2回日中省エネルギー・環境総合フォーラム｣

において、北九州市・青島市両副市長が調印。



北九州市が目指す国際資源循環拠点のイメージ北九州市が目指す国際資源循環拠点のイメージ
北九州市響灘地区

北九州エコタウン

プラスチック等の
選別・回収

中国 響灘大水深港湾

エコタウン

希少金属等の
一次処理プラスチック等

東南アジア

響灘大水深港湾を中心とする
安全・安心なゲート機能の集積

東南アジア

廃基盤等

破砕・分別・洗浄・圧縮等前
処理リサイク 施設

物流・前処理機能

他地区

バ ゼ 法 現地手続機関

検査・手続機能

処理リサイクル施設

情報管理・認証機能

バーゼル法の現地手続機関
や中国側検査機関

トレーサビリティ情報管理等
の認証機関



光化学スモッグは現実の脅威

西日本新聞(朝)平成19年4月27日 西日本新聞(朝)平成19年5月28日

年月日 注意報発令地域年月日 注意報発令地域

平成19年4月26日 若松区、八幡西区

5月 8日 市内全域

5月 9日 若松区、八幡西区、八幡東区、小倉南区

5月27日 市内全域



北九州市における国際環境ビジネス展開
の可能性と限界の可能性と限界

■ビジネスの範囲は？

大規模な設備プラント納入は困難・大規模な設備プラント納入は困難

・小規模プラント、環境分析、コンサルタント業務はある程度可能

・設備運転 メンテナンス業務も可能・設備運転、メンテナンス業務も可能

■人材育成ビジネスができないか？

地元の「暗黙知 の「形式知化 が必要・地元の「暗黙知」の「形式知化」が必要

・行政、大学、企業に分散して存在する経験情報のデータベース
化が急務化が急務

■現地ニーズは？

現地日系企業の日本コンサルへのニ ズは高い（安心感）・現地日系企業の日本コンサルへのニーズは高い（安心感）

・地方政府同士の信頼感は、中小民間ビジネス展開にプラス

■熟度は？■熟度は？

・本格ビジネスの成立にはもう少し時間



アジアとの環境協力と自治体等の活用

■地方自治体の連携
・各自治体は 独自のローカル外交チャンネル有り各自治体は、独自のロ カル外交チャンネル有り
・しかし、各々バラバラ。北九州市（公害対策、循環産
業） 福岡市（福岡方式）でさえ連携がない 非効率業）、福岡市（福岡方式）でさえ連携がない。非効率。
⇒国内自治体連携、情報共有の体制づくり必要
⇒自治体も意識改革必要⇒自治体も意識改革必要
（ex.水俣を加えた「九州（ﾊﾞｰﾁｬﾙ）環境協力ｾﾝﾀｰ」）

■環境ODA政策の現場に自治体職員を■環境ODA政策の現場に自治体職員を
・途上国の廃棄物問題はきわめて現場実践的
（ex ネパール・カトマンズ）（ex.ネパ ル カトマンズ）

■省の壁を越えた国際協力機関の更なるネットワークを
・KITA（北九州） ILEC（滋賀） ICETT（四日市） GECKITA（北九州）,ILEC（滋賀）,ICETT（四日市）,GEC
（大阪）,NPEC（富山）,EMECS（兵庫）,IGES（藤沢）



日本の環境首都コンテスト第１位（０７年３月）

総合第1位☑総合第1位 （ 1,020点満点中767点。第2位水俣市は695点）
☑７部門で１位 (15部門中)
①住民とともにチ ックする仕組み 情報公開 ②自治体との交流①住民とともにチェックする仕組み・情報公開、②自治体との交流

③職員の資質・能力の向上、

④環境・まちづくり学習④環境 まち くり学習

⑤交通政策、⑥ごみの減量化

⑦地球温暖化防止

ﾈﾙｷﾞ 政策・ｴﾈﾙｷﾞｰ政策

☑先進事例特別表彰
・環境首都に取り組むシステム・環境首都に取り組むシステム

・多様な自然環境保全、

回復の取り組み

・アジアの地域社会と環境改善

【評価ポイント】
■市民協働での取組み■市民協働での取組み、

■全分野での総合的取組み、予算配分など


